

１．日　時：令和2年2月6日（木）14時～16時（2時間）
２．内　容
・時間外労働の上限規制について
※時間外労働の上限が法律で規定されたことにより、「３６協定」の締結方法が変わり、労働基準監督署への提出書類について様式変更がありましたので、「３６協定」の新様式についてのご説明もあわせて行います。
３．講　師：小諸労働基準監督署　ご担当者
４．会　場：軽井沢町商工会館２階　講習会研修室
５．主　催：軽井沢町商工会　　TEL：0267-45-5307　担当：島岡
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働く方々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現するための法律である、働き方改革関連法が２０１９年４月１日より、順次施行されています。


２０１９年４月１日より、使用者は１０日以上の年次休暇が付与されるすべての労働者に対し、『毎年５日』の時季を指定して年次有給休暇を取得させることが義務付けられました。また、２０２０年４月１日からは、『時間外労働の上限規制』について中小企業も対象となります。


今回、２０２０年４月１日からの働き方改革関連法の施行について、小諸労働基準監督署のご担当者をお呼びし、事業者向けに説明会を開催します。


多くの皆様のご参加をお待ちしております。








受講を希望される方は１月２８日（火）までに、下記申込書により商工会（ＦＡＸ：４６－１４９８）へお申し込みください。








※申込書にご記入頂きました個人情報は、適切な管理を図り、参加者名簿の作成および本説明会に関する連絡の目的のみ使用します








